
※1　ゼロ・エネルギー・ビルディング。省エネ・創エネ設備によって、消費する年間のエネルギー収支をゼロにすることをめざした建物
※2　ゼロ・エネルギー・ハウス。省エネ・創エネ設備によって、消費する年間のエネルギー収支をゼロにすることをめざした住宅

環境の話

猛暑日の数

40日増

猛暑日の増加だけで
はなく、真夏日・夏
日・熱帯夜の日数は、
現在よりも約 70 日
増えます。

豪雨の発生

2倍以上

滝のように降る雨
（50mm以上/時間）
の発生率は 2 倍に。
逆に、雨がまったく降
らない日も増えます。

年平均気温

4℃上昇

神奈川県の年平均気
温が、現在の鹿児島
県の種子島とほぼ同
じ程度になります。

年平均気温

2.5℃上昇

「絶対に避けたい」と
国際社会で言われて
いる 2℃以上の気温
上昇が、現実的になっ
てきています。

▲いろいろなところで目にするようになった、17の『持続
可能な開発目標』のロゴマーク。具体的な取組みとするた
め、それぞれの目標に計169の達成基準を設けています。
世界で起きている飢餓や紛争の根本には、環境問題が潜ん
でいることも少なくありません。

5年生　武藤 こはく さん

5年生　鈴木 るあ さん

5年生　中野 和馬 さん

　
発
展
途
上
国
も
含
め
た
形
で
温

室
効
果
ガ
ス
の
削
減
を
目
標
に
掲
げ

た
２
０
１
５
年
の
『
パ
リ
協
定
』
で

の
合
意
な
ど
、
世
界
で
関
心
が
高
ま

っ
て
い
ま
す
。
そ
の
後
、
日
本
で
も

関
連
す
る
法
律
の
改
正
な
ど
が
進
み
、

「
脱
炭
素
社
会
」
を
め
ざ
し
た
取
組

み
が
本
格
化
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
気
候
変
動
以
外
の
環
境
問

題
も
含
む
『
持
続
可
能
な
開
発
目
標

（
S
D
G
s
）』
が
国
連
総
会
で
採
択

さ
れ
る
な
ど
、
一
定
の
成
果
を
得
る

こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

小学生と考える

気候変動を中心とする地球規模の環境問題が山積みに
なっている現代。これからの未来を担う子どもたちと
一緒に、私たちに何ができるのか考えてみましょう。

●問　環境上下水道課　☎84－0314

特に、二酸化炭素の排出が主な原因
といわれる気候変動が地球環境に与
える影響は大きく、21世紀末には
こんなことに……

気候変動を中心とする環境問題には
世界規模での取組みが必要です。
各国で対策が進んでいます。

地
球
規
模
の
問
題
に

町
が
取
り
組
む
理
由

は
あ
る
の
？

このままだと

地球の環境は

どうなるの？

世界での

対策の状況は？

２１００年の日本

２１００年の世界

海面の上昇

氷河が溶け出すこと
で海面が上昇し、水
没による難民が 2 億
8000万人出るとも
言われています。

1m最大

砂漠化の進行

3分の1陸地の

すでに世界の陸地の
4 分の 1 が砂漠化し
ているとも言われて
います。森林の草地
化も進行します。

3 2
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むと　う

すず　き

開成町長　府川　裕一
ふ  かわ ゆう いち

エ
ス
デ
ィ
ー
ジ
ー
ズ

ゼ
ブ

ゼ
ッ
チ

へ
の
配
慮
が
今
ま
で
以
上
に
求
め

ら
れ
、
各
家
庭
で
も
負
担
が
大
き

く
な
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　
そ
こ
で
、
環
境
へ
の
配
慮
が
義

務
化
さ
れ
る
よ
り
先
に
行
動
を
起

こ
し
た
人
、
具
体
的
に
は
Ｚ
Ｅ
Ｈ

（※

２
）
や
電
気
自
動
車
を
購
入
す

る
人
を
支
援
す
る
こ
と
は
、
環
境

に
対
す
る
町
の
責
任
を
果
た
す
だ

け
で
は
な
く
、
町
民
の
皆
さ
ん
の

生
活
を
持
続
可
能
な
も
の
に
す
る

こ
と
に
も
つ
な
が
り
ま
す
。

　
ま
た
、
環
境
に
優
し
い
行
動
は
、

生
活
の
質
の
向
上
に
つ
な
が
る
こ

と
も
多
々
あ
り
ま
す
。

　
も
と
も
と
、
開
成
町
民
は
環
境

へ
の
意
識
が
高
く
、
そ
れ
は
ま
ぎ

れ
も
な
く
町
の
自
慢
で
す
。
だ
か

ら
こ
そ
、
も
う
一
歩
踏
み
込
ん
だ

ア
ク
シ
ョ
ン
を
、
で
き
る
こ
と
か

ら
始
め
て
み
ま
し
ょ
う
。

　
開
成
町
が
環
境
政
策
に
取
り
組

む
こ
と
に
は
、
大
き
く
分
け
て
２

つ
の
理
由
が
あ
り
ま
す
。

　
１
つ
目
は
、
持
続
可
能
な
社
会

の
実
現
の
た
め
で
す
。
環
境
対
策

は
、
国
や
都
道
府
県
に
任
せ
れ
ば

い
い
と
い
う
考
え
方
も
で
き
ま
す

が
、
全
国
に
約
１
,
７
０
０
あ
る

市
町
村
が
、
皆
そ
の
よ
う
な
考
え

だ
っ
た
と
し
た
ら
ど
う
な
る
で
し
ょ

う
か
。
市
町
村
に
は
市
町
村
の
、
環

境
に
対
す
る
責
任
が
あ
り
ま
す
。

　
そ
の
よ
う
な
考
え
か
ら
、
町
で

は
日
本
初
の
Ｚ
Ｅ
Ｂ
庁
舎（※

１
）

を
整
備
し
ま
し
た
。
全
て
の
市
町

村
が
取
組
み
を
強
化
す
れ
ば
、
持

続
可
能
な
社
会
の
可
能
性
が
見
え

て
く
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

　
２
つ
目
は
、
住
民
の
負
担
を
軽

減
す
る
た
め
で
す
。
今
後
、
環
境

なか　の かず　ま


